（Ⅱ）平成12年産業連関表による北九州市経済の波及効果分析
１．各部門の生産水準
　産業連関表は、投入係数Ａ、市内生産額Ｘ、最終需要Ｆ（Ａ、Ｘ、Ｆは行列）とすると、以下のように表せる。
　ＡＸ＋Ｆ＝Ｘ（中間需要＋最終需要＝市内生産額）　…①
　（Ⅰ）では、産業構造の手がかりとなる経済の規模、投入構造、産出構造を分析したが、①式のＡ、Ｘ、Ｆをそれぞれ分析したことになる。
　しかし、最終需要Ｆが増加したとき、各産業別にどれくらい波及効果（市内生産額増加）があるかも産業連関表で調べることができる。
　この場合は、①式を変換して、以下の式を使用することになる。
　Ｘ＝（Ｉ－Ａ）－１Ｆ（Ｉは単位行列、（Ｉ－Ａ）－１は逆行列係数）　…②
　②式は、最終需要Ｆが１単位増加すると、市内生産額Ｘが（Ｉ－Ａ）－１増加することを表す。
　この逆行列係数の特徴は、ある産業部門に１単位の需要が発生したとき、逆行列係数表の当該部門を列方向にみれば、その需要によって誘発される各産業の生産波及効果を明らかにすることができることである。この時、生産波及効果の測定は、逆行列係数表の産業部門別の列和でみることができる。
　なお、北九州市内の生産波及効果を導くのに一般的に用いられる逆行列係数は（Ｉ－Ａ）－１型より、[Ｉ－（Ｉ－EQ \* jc0 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o(\s\up 9(∧),Ｍ)）Ａ]－１型である（第４章参照）。
　表８、図６は、ある一つの産業部門（32産業部門分類別）に１単位の最終需要が発生したとき、全産業部門に誘発される生産波及効果を示したものである。例えば、農林水産業部門1.200というのは、農林水産業部門に１億円の最終需要が発生すると、本市の業界全体に約1.2億円の生産増加があるということである。
　また、本市では、鉄鋼部門（1.454）、鉱業（1.543）、窯業・土石製品（1.464）の生産波及効果が相対的に大きく、当該部門の最終需要の変化が本市経済に与える影響が大きいことがうかがえる。これは当該部門の最終需要がプラスに変化するときは、本市経済の最も有効な活力剤になる一方、マイナスに変化するときは、本市経済を沈静化に向ける意味を持っているということである。
　全国の生産波及効果を100としたときの北九州市の生産波及効果をみると、石油・石炭製品（104.3）、不動産（93.5）、教育・研究（88.9）、商業（87.8）、電力・ガス・熱供給（87.3）が上位となっている。
　なお、生産波及効果の大きさは、中間投入率の大きさと自給率（＝１－移輸入率）の大きさに比例するため、一般的に、製造業部門の生産波及効果が他部門より大きい傾向にある。
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北九州市 全国 北九州市

1

農林水産業

1.200 1.722 69.7

2

鉱業

1.543 1.874 82.3

3

食料品

1.332 1.979 67.3

4

繊維製品

1.277 1.967 64.9

5

パルプ・紙

 ・木製品

1.322 2.099 63.0

6

化学製品

1.423 2.199 64.7

7

石油・石炭製品

1.382 1.325 104.3

8

窯業・土石製品

1.464 1.849 79.2

9

鉄鋼

1.454 2.521 57.7

10

非鉄金属

1.352 1.953 69.2

11

金属製品

1.372 2.027 67.7

12

一般機械

1.320 2.131 61.9

13

電気機械

1.351 2.125 63.6

14

輸送機械

1.279 2.671 47.9

15

精密機械

1.328 1.938 68.5

16

その他の

 製造工業製品

1.328 2.046 64.9

17

建設

1.384 1.909 72.5

18

電力・ガス

 ・熱供給

1.398 1.602 87.3

19

水道・廃棄物処理

1.323 1.615 81.9

20

商業

1.292 1.471 87.8

21

金融・保険

1.302 1.519 85.7

22

不動産

1.154 1.234 93.5

23

運輸

1.425 1.814 78.5

24

通信・放送

1.370 1.651 83.0

25

公務

1.219 1.464 83.3

26

教育・研究

1.204 1.355 88.9

27

医療・保健

 ・社会保障・介護

1.276 1.688 75.6

28

その他の

 公共サービス

1.288 1.580 81.5

29

対事業所サービス

1.312 1.693 77.5

30

対個人サービス

1.323 1.697 77.9

31

事務用品

1.488 2.749 54.1

32

分類不明

1.684 2.083 80.8

部門名
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２．影響力係数と感応度係数
　逆行列係数表を縦方向に見ると、各逆行列係数は、ある産業（列）に１単位の生産（最終需要１単位の増加）があった場合、各産業へ誘発する生産波及効果をそれぞれ表しており、その逆行列係数の列和は、当該産業（列）が産業全体へ誘発する生産波及効果を表している。影響力係数とは、当該産業の列和を、全産業の列和の平均値で除したものである。もし、影響力係数の値が１より大きければ、その産業の生産が産業全体に与える影響は相対的に大きく、１より小さければ、その産業の生産が産業全体に与える影響は相対的に小さい。

　一方、逆行列係数表を横方向に見ると、各逆行列係数は、ある産業（行）が、各産業（列）の１単位の生産（最終需要１単位の増加）により誘発される生産波及効果をそれぞれ表しており、その逆行列係数の行和は、当該産業（行）が全産業の各１単位の生産（最終需要各１単位の増加）により誘発される生産波及効果を表している。感応度係数とは、当該産業の行和を、全産業の行和の平均値で除したものである。もし、感応度係数が１より大きければ、その産業が産業全体の生産活動から受ける影響は相対的に大きく、１より小さければ、その産業の産業全体の生産活動から受ける影響は相対的に小さい。
　表９は、平成12年の32部門分類別の影響力係数と感応度係数を表している。
　これをみると、本市の影響力係数の高い部門は、上から鉱業（1.144）、窯業・土石製品（1.085）、鉄鋼（1.078）、運輸（1.056）、化学製品（1.055）と続いている。 一方、影響力係数の低い部門は、下から不動産（0.855）、農林水産業（0.889）、教育・研究（0.892）、公務（0.904）、医療・保健・社会保障・介護（0.946）と続いている。なお、景気対策として、公共投資等がなされるが、建設は1.026であった。
　本市の感応度係数の高い部門は、上から対事業所サービス（2.007）、運輸（1.939）、商業（1.655）、金融・保険（1.647）、電力・ガス・熱供給（1.250）と続いている。一方、感応度係数の低い部門は、下から非鉄金属（0.742）、精密機械（0.746）、繊維製品（0.752）、医療・保健・社会保障・介護（0.754）、輸送機械（0.757）と続いている。
　全国の傾向としては、影響力係数は、石油・石炭製品、窯業・土石製品を除いた全ての製造業部門で１より大きく、特に、輸送機械（1.435）、鉄鋼（1.355）が大きい。逆に、第３次産業はそのほとんどが１より小さい。感応度係数は、対事業所サービス（2.456）、商業（1.766）、運輸（1.678）、その他の製造工業製品（1.564）、金融・保険（1.550）、鉄鋼（1.490）、化学製品（1.390）、パルプ・紙・木製品（1.333）が、１を大きく上回っている。
　全国と比較した本市の特徴をみると、影響力係数については、石油・石炭製品や多くの第３次産業部門の係数が全国より大きいが、輸送機械の係数は全国を大きく下回っている。また、感応度係数については、鉱業や精密機械、多くの第３次産業部門の係数が全国よりも大きいが、化学製品、その他の製造工業製品、鉄鋼、パルプ・紙・木製品、対事業所サービスの係数が全国と比べて小さい。
　図７は影響力係数を横軸、感応度係数を縦軸にした相関図である。影響力係数、感応度係数それぞれ係数値1.00でラインを引くと、以下の４つのタイプに分類できる。
　（１）影響力係数（大）、感応度係数（大）型
このタイプは、産業全体に及ぼす影響が比較的大きく、逆に産業全体から受ける影響も比較的大きい部門であり、鉄鋼、電力・ガス・熱供給、運輸、建設、通信・放送の５部門が属する。
　（２）影響力係数（小）、感応度係数（大）型
　　　　このタイプは、産業全体に及ぼす影響は比較的小さいものの、産業全体から受ける影響は比較的大きい部門であり、商業、対事業所サービス、金融・保険等６部門が属する。
　（３）影響力係数（小）、感応度係数（小）型
　　　　このタイプは、産業全体に対し、及ぼす影響も受ける影響も、比較的小さい部門であり、農林水産業、公務、医療・保険・社会保障・介護等12部門が属する。
　（４）影響力係数（大）、感応度係数（小）型
　　　　このタイプは、産業全体に及ぼす影響は比較的大きいものの、産業全体から受ける影響は比較的小さい部門であり、鉱業、窯業・土石製品、金属製品等９部門が属する。

[image: image3.emf]影響力係数 感応度係数 影響力係数 感応度係数

1農林水産業

0.889 0.783 0.926 0.820

2鉱業

1.144 0.815 1.007 0.631

3食料品

0.987 0.777 1.064 0.762

4繊維製品

0.947 0.752 1.057 0.724

5パルプ・紙・木製品

0.980 0.872 1.128 1.333

6化学製品

1.055 0.873 1.181 1.390

7石油・石炭製品

1.024 0.765 0.712 0.924

8窯業・土石製品

1.085 0.839 0.994 0.741

9鉄鋼

1.078 1.026 1.355 1.490

10非鉄金属

1.002 0.742 1.049 0.847

11金属製品

1.017 0.862 1.089 0.820

12一般機械

0.979 0.772 1.145 0.789

13電気機械

1.002 0.777 1.142 0.948

14輸送機械

0.948 0.757 1.435 1.057

15精密機械

0.984 0.746 1.041 0.595

16その他の製造工業製品

0.984 1.055 1.099 1.564

17建設

1.026 1.048 1.026 0.818

18電力・ガス・熱供給

1.036 1.250 0.861 1.095

19水道・廃棄物処理

0.980 0.939 0.868 0.700

20商業

0.958 1.655 0.791 1.766

21金融・保険

0.965 1.647 0.816 1.550

22不動産

0.855 1.015 0.663 0.807

23運輸

1.056 1.939 0.975 1.678

24通信・放送

1.016 1.166 0.887 1.002

25公務

0.904 0.886 0.787 0.654

26教育・研究

0.892 1.212 0.728 0.991

27医療・保健・社会保障・介護

0.946 0.754 0.907 0.548

28その他の公共サービス

0.955 0.766 0.849 0.573

29対事業所サービス

0.972 2.007 0.910 2.456

30対個人サービス

0.981 0.808 0.912 0.639

31事務用品

1.103 0.806 1.477 0.594

32分類不明

1.248 0.889 1.120 0.696

北九州市 全国
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29対事業所サービス

20商業

21金融・保険

26教育・研究

24通信・放送

22不動産

18電力・ガス・熱供給

17建設

9鉄鋼

（２）

（３） （４）

16その他の製造工業製品



23運輸

（１）

25公務

19水道・廃棄物処理

1農林水産業

5パルプ・紙・木製品

30対個人サービス

3食料品

12一般機械

15精密機械

28その他の公共サービス

14輸送機械

27医療・保健

　社会保障・介護

4繊維製品

11金属製品

10非鉄金属

13電気機械

7石油・石炭製品

6化学製品

8窯業・土石製品

2鉱業

31事務用品

32分類不明


３．最終需要と生産誘発
　今までは、各部門の最終需要の増加により、どの程度の生産波及効果が誘発されるかを分析したが、ここでは、平成12年の市内生産額が、各部門の最終需要によってどのように誘発されたかをみる。
　最終需要の各項目により誘発された生産誘発額の、最終需要項目別（行）の構成比を「生産誘発依存度」という。

また、その生産誘発額を最終需要額で除した係数を「生産誘発係数」という。
　表10、11は、13部門分類別「生産誘発額」、「生産誘発依存度」であり、これらをみると、平成12年の市内生産額7兆6,179億円は、移輸出により4兆211億円（53.0％）、民間消費支出により1兆8,855億円（25.0％）、市内総固定資本形成により8,494億円（11.0％）等の誘発を受けた。つまり、市内生産の半分以上が市外の需要により、誘発されたといえる。
　同じく、産業部門別の特徴をみると、鉱業、製造業は移輸出による誘発（市外の需要による誘発）が90％を越えている。建設は固定資本形成による誘発が85％を越えている。不動産は民間消費支出による誘発が85％を越えている。公務は一般政府消費支出による誘発が95％を越えている。
　表12は、13部門分類別「生産誘発係数」であり、合計の係数は1.149337となる。これは、市内生産額7兆6,179億円を最終需要計6兆6,280億円で除して得られる。最終需要項目別にみると、家計外消費支出（0.945633）、民間消費支出（0.920138）、総固定資本形成（0.979172）が１を下回る一方、移輸出（1.370651）が相対的に大きい。つまり、これは市内での消費や投資より、市外の需要によって大きく生産が誘発されていることを示している。
　同じく、最終需要項目別、産業部門別にみると、家計外消費支出（宿泊、日当、交際費、福利厚生費等）のサービス（0.631647）、民間消費支出のサービス（0.295123）、一般政府消費支出のサービス(0.619966)、市内総固定資本形成（建物、構築物等有形固定資産の取得）の建設（0.568970）、在庫純増の製造業（0.267249）、移輸出の製造業（0.754110）がそれぞれ上位となっている。これは、最終需要の各項目が増加した場合、消費ではサービス、投資では建設や製造業、移輸出では製造業の生産が大きく誘発されることが分かる。

４．最終需要と粗付加価値誘発
　ここでは、平成12年の粗付加価値が、各部門の最終需要によってどのように誘発されたかをみる。
　最終需要の各項目により誘発された粗付加価値誘発額の、最終需要項目別（行）の構成比を「粗付加価値誘発依存度」という。
　また、その粗付加価値誘発額を最終需要額で除した係数を「粗付加価値誘発係数」とする。
　表13、14は、13部門分類別「粗付加価値誘発額」、「粗付加価値誘発依存度」であり、これらをみると、平成12年の粗付加価値額4兆855億円は、移輸出により1兆8,548億円（45.0％）、民間消費支出により1兆2,434億円（30.0％）、市内総固定資本形成により4,263億円（10.0％）等の誘発を受けた。つまり、市内粗付加価値の４割強が市外からの需要、３割が家計消費により誘発されたといえる。
　表15は、13部門分類別「粗付加価値誘発係数」であり、合計の係数は0.616403となる。これは、粗付加価値額4兆855億円を最終需要計6兆6,280億円で除して得られる。最終需要項目別にみると、一般政府消費支出の0.743540が大きい。つまり、民間消費支出や投資よりも、一般政府消費支出で
[image: image5.emf]表10　生産誘発額
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家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

2 51 3 5 0 47 109

2

鉱業

1 16 5 10 0 411 443

3

製造業

102 1,240 164 1,028 -37 22,123 24,621

4

建設

15 312 89 4,936 0 360 5,712

5

電力・ガス・水道

44 935 326 130 -1 1,478 2,910

6

商業

163 2,625 138 630 4 2,616 6,176

7

金融・保険

42 1,109 133 148 0 1,698 3,130

8

不動産

20 4,070 60 63 0 584 4,797

9

運輸

82 1,517 165 453 6 3,593 5,817

10

通信・放送

45 813 106 119 0 973 2,056

11

公務

1 46 1,992 6 0 33 2,078

12

サービス

1,053 6,047 3,873 934 -1 6,089 17,996

13

分類不明

5 73 16 34 0 206 335

合計

1,577 18,855 7,071 8,494 -29 40,211 76,179

表11　生産誘発依存度

（単位：％）

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

2.0 47.0 3.0 4.0 0.0 43.0 100.0

2

鉱業

0.0 4.0 1.0 2.0 0.0 93.0 100.0

3

製造業

0.0 5.0 1.0 4.0 0.0 90.0 100.0

4

建設

0.0 5.0 2.0 86.0 0.0 6.0 100.0

5

電力・ガス・水道

2.0 32.0 11.0 4.0 0.0 51.0 100.0

6

商業

3.0 42.0 2.0 10.0 0.0 42.0 100.0

7

金融・保険

1.0 35.0 4.0 5.0 0.0 54.0 100.0

8

不動産

0.0 85.0 1.0 1.0 0.0 12.0 100.0

9

運輸

1.0 26.0 3.0 8.0 0.0 62.0 100.0

10

通信・放送

2.0 40.0 5.0 6.0 0.0 47.0 100.0

11

公務

0.0 2.0 96.0 0.0 0.0 2.0 100.0

12

サービス

6.0 34.0 22.0 5.0 0.0 34.0 100.0

13

分類不明

2.0 22.0 5.0 10.0 0.0 62.0 100.0

合計

2.0 25.0 9.0 11.0 0.0 53.0 100.0

表12　生産誘発係数

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

0.001415 0.002498 0.000558 0.000531 -0.001458 0.001596 0.001640

2

鉱業

0.000511 0.000784 0.000799 0.001126 -0.003325 0.013999 0.006681

3

製造業

0.061399 0.060510 0.026280 0.118497 0.267249 0.754110 0.371469

4

建設

0.008903 0.015233 0.014315 0.568970 0.001360 0.012265 0.086173

5

電力・ガス・水道

0.026248 0.045607 0.052118 0.014934 0.008050 0.050366 0.043903

6

商業

0.097951 0.128082 0.022132 0.072612 -0.027890 0.089173 0.093178

7

金融・保険

0.025278 0.054125 0.021240 0.017083 0.000736 0.057877 0.047223

8

不動産

0.012082 0.198615 0.009597 0.007289 -0.001098 0.019909 0.072380

9

運輸

0.049374 0.074054 0.026401 0.052195 -0.047187 0.122459 0.087756

10

通信・放送

0.027169 0.039670 0.016956 0.013674 -0.000123 0.033172 0.031018

11

公務

0.000512 0.002258 0.318917 0.000637 0.000218 0.001142 0.031357

12

サービス

0.631647 0.295123 0.619966 0.107709 0.010963 0.207564 0.271510

13

分類不明

0.003146 0.003579 0.002618 0.003915 0.001342 0.007020 0.005049

合計

0.945633 0.920138 1.131897 0.979172 0.208837 1.370651 1.149337


より大きく付加価値が誘発されていることを示している。
　同じく、最終需要項目別、産業部門別にみると、家計外消費支出（宿泊、日当、交際費、福利厚生費等）のサービス（0.401828）、民間消費支出のサービス（0.187745）、一般政府消費支出のサービス（0.394397）、市内総固定資本形成（建物、構築物等有形固定資産の取得）の建設（0.267187）、在庫純増の製造業（0.089299）、移輸出の製造業（0.251981）がそれぞれ上位となっている。つまり、生産誘発額と同様、最終需要の各項目が増加した場合、消費ではサービス、投資では建設や製造業、移輸出では製造業の付加価値が大きく誘発されることが分かる。

５．最終需要と移輸入誘発
　ここでは、平成12年の移輸入が、各部門の最終需要によってどのように誘発されたかをみる。
　最終需要の各項目により誘発された移輸入誘発額の、最終需要項目別（行）の構成比を「移輸入誘発依存度」という。
　また、その移輸入誘発額を最終需要額で除した係数を「移輸入誘発係数」という。
　表16、17は、13部門分類別「移輸入誘発額」、「移輸入誘発依存度」であり、これらをみると、平成12年の移輸入2兆5,425億円は、移輸出により1兆789億円（42.0％）、民間消費支出により8,057億円（32.0％）、市内総固定資本形成により4,412億円（17.0％）等の誘発を受けた。つまり、移輸入の４割強が市外からの需要、３割が家計消費、２割弱が建設物、機械等有形固定資産の取得により誘発されたといえる。
　表18は、13部門分類別「移輸入誘発係数」であり、合計の係数は0.383597となる。これは、移輸入2兆5,425億円を最終需要計6兆6,280億円で除して得られる。最終需要項目別にみると、在庫純増の0.946212、市内総固定資本形成の0.508575が大きい。つまり、消費や市外からの需要よりも、市内での投資などで、大きく移輸入が誘発されることを示している。
　同じく、最終需要項目別、産業部門別にみると、すべての項目で製造業が上位となっており、製造品が大きく移輸入に依存していることがいえる。
[image: image6.emf]表13　粗付加価値誘発額

（単位：億円）

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

1 32 2 3 0 29 68

2

鉱業

0 8 2 5 0 195 210

3

製造業

34 414 55 343 -12 7,392 8,227

4

建設

7 147 42 2,318 0 169 2,682

5

電力・ガス・水道

22 469 163 65 -1 742 1,461

6

商業

116 1,864 98 447 3 1,858 4,386

7

金融・保険

29 759 91 101 0 1,161 2,141

8

不動産

17 3,501 52 54 0 502 4,127

9

運輸

43 801 87 239 3 1,897 3,072

10

通信・放送

30 535 70 78 0 640 1,352

11

公務

1 35 1,514 4 0 25 1,579

12

サービス

670 3,847 2,464 594 -1 3,874 11,448

13

分類不明

2 22 5 10 0 63 102

合計

973 12,434 4,645 4,263 -7 18,548 40,855

表14　粗付加価値誘発依存度

（単位：％）

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

2.0 47.0 3.0 4.0 0.0 43.0 100.0

2

鉱業

0.0 4.0 1.0 2.0 0.0 93.0 100.0

3

製造業

0.0 5.0 1.0 4.0 0.0 90.0 100.0

4

建設

0.0 5.0 2.0 86.0 0.0 6.0 100.0

5

電力・ガス・水道

2.0 32.0 11.0 4.0 0.0 51.0 100.0

6

商業

3.0 42.0 2.0 10.0 0.0 42.0 100.0

7

金融・保険

1.0 35.0 4.0 5.0 0.0 54.0 100.0

8

不動産

0.0 85.0 1.0 1.0 0.0 12.0 100.0

9

運輸

1.0 26.0 3.0 8.0 0.0 62.0 100.0

10

通信・放送

2.0 40.0 5.0 6.0 0.0 47.0 100.0

11

公務

0.0 2.0 96.0 0.0 0.0 2.0 100.0

12

サービス

6.0 34.0 22.0 5.0 0.0 34.0 100.0

13

分類不明

2.0 22.0 5.0 10.0 0.0 62.0 100.0

合計

2.0 30.0 11.0 10.0 0.0 45.0 100.0

表15　粗付加価値誘発係数

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

0.000888 0.001569 0.000351 0.000334 -0.000916 0.001002 0.001030

2

鉱業

0.000242 0.000372 0.000379 0.000534 -0.001577 0.006639 0.003168

3

製造業

0.020516 0.020219 0.008781 0.039595 0.089299 0.251981 0.124124

4

建設

0.004181 0.007153 0.006722 0.267187 0.000639 0.005760 0.040467

5

電力・ガス・水道

0.013177 0.022895 0.026163 0.007497 0.004041 0.025284 0.022040

6

商業

0.069562 0.090961 0.015718 0.051568 -0.019807 0.063328 0.066173

7

金融・保険

0.017289 0.037019 0.014527 0.011684 0.000503 0.039585 0.032298

8

不動産

0.010393 0.170856 0.008256 0.006271 -0.000945 0.017126 0.062264

9

運輸

0.026075 0.039109 0.013943 0.027565 -0.024920 0.064672 0.046345

10

通信・放送

0.017867 0.026088 0.011150 0.008992 -0.000081 0.021815 0.020399

11

公務

0.000389 0.001716 0.242353 0.000484 0.000166 0.000868 0.023829

12

サービス

0.401828 0.187745 0.394397 0.068520 0.006974 0.132044 0.172724

13

分類不明

0.000961 0.001093 0.000800 0.001196 0.000410 0.002144 0.001542

合計

0.583369 0.606796 0.743540 0.491425 0.053788 0.632249 0.616403


[image: image7.emf]表16　移輸入誘発額

（単位：億円）

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

12 263 18 24 1 240 557

2

鉱業

6 116 36 71 3 514 747

3

製造業

379 4,585 607 3,801 -135 8,516 17,752

4

建設

0 0 0 0 0 0 0

5

電力・ガス・水道

5 100 35 14 0 123 276

6

商業

51 823 43 197 1 323 1,439

7

金融・保険

15 390 47 52 0 325 828

8

不動産

2 343 5 5 0 30 385

9

運輸

9 164 18 49 1 153 393

10

通信・放送

2 38 5 6 0 19 70

11

公務

0 0 0 0 0 0 0

12

サービス

214 1,228 787 190 0 524 2,942

13

分類不明

1 8 2 4 0 22 35

合計

695 8,057 1,602 4,412 -129 10,789 25,425

表17　移輸入誘発依存度

（単位：％）

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

2.0 47.0 3.0 4.0 0.0 43.0 100.0

2

鉱業

1.0 16.0 5.0 9.0 0.0 69.0 100.0

3

製造業

2.0 26.0 3.0 21.0 -1.0 48.0 100.0

4

建設

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5

電力・ガス・水道

2.0 36.0 13.0 5.0 0.0 44.0 100.0

6

商業

4.0 57.0 3.0 14.0 0.0 22.0 100.0

7

金融・保険

2.0 47.0 6.0 6.0 0.0 39.0 100.0

8

不動産

0.0 89.0 1.0 1.0 0.0 8.0 100.0

9

運輸

2.0 42.0 5.0 12.0 0.0 39.0 100.0

10

通信・放送

3.0 55.0 7.0 8.0 0.0 27.0 100.0

11

公務

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

12

サービス

7.0 42.0 27.0 6.0 0.0 18.0 100.0

13

分類不明

2.0 22.0 5.0 10.0 0.0 61.0 100.0

合計

3.0 32.0 6.0 17.0 -1.0 42.0 100.0

表18　移輸入誘発係数

家計外 民間 一般政府 総固定

部門名

消費支出 消費支出 消費支出 資本形成 在庫純増 移輸出 最終需要計

1

農林水産業

0.007255 0.012813 0.002863 0.002724 -0.007477 0.008182 0.008407

2

鉱業

0.003696 0.005668 0.005778 0.008147 -0.024049 0.017530 0.011265

3

製造業

0.227028 0.223742 0.097174 0.438153 0.988175 0.290286 0.267833

4

建設

0.000000 0.000000 0.000000 0.000000 0.000000 0.000000 0.000000

5

電力・ガス・水道

0.002818 0.004896 0.005595 0.001603 0.000864 0.004179 0.004169

6

商業

0.030711 0.040158 0.006939 0.022766 -0.008744 0.011002 0.021709

7

金融・保険

0.008884 0.019022 0.007465 0.006004 0.000259 0.011077 0.012496

8

不動産

0.001018 0.016736 0.000809 0.000614 -0.000093 0.001019 0.005807

9

運輸

0.005322 0.007983 0.002846 0.005626 -0.005086 0.005230 0.005932

10

通信・放送

0.001278 0.001866 0.000798 0.000643 -0.000006 0.000643 0.001053

11

公務

0.000000 0.000000 0.000000 0.000000 0.000000 0.000000 0.000000

12

サービス

0.128287 0.059939 0.125914 0.021875 0.002227 0.017861 0.044390

13

分類不明

0.000335 0.000381 0.000279 0.000417 0.000143 0.000742 0.000535

合計

0.416631 0.393204 0.256460 0.508575 0.946212 0.367751 0.383597








